Ⅲ－２．男女協働参画に関わる市民意識
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＜全体的な傾向＞

「男は仕事、女は家庭」という従来からの男女の役割分担の考え方について、５段階でたずねたところ、「どちらともいえない」が31.6%と最も多く、次いで「どちらかといえば賛成」が26.7%、「どちらかといえば反対」が17.9%、「反対」14.8%、「賛成」8.1%となっている。（図表Ⅲ－２－１）
前回調査と比較して、賛成（「賛成」「どちらかといえば賛成」）する人は女性で1.7ポイント増加し、男性は0.5ポイント減少している。反対（「反対」「どちらかといえば反対」）する人は、女性で3.8ポイント、男性で3.7ポイント減少している。（図表Ⅲ－２－２）

図表Ⅲ－２－１
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参照：大阪府「男女共同参画に関する府民意識調査」平成２１年度より

[image: image3.png]2. TBIEEH. KEFREIEVSIEXFICOVTESBLET A, (OF125F)
[B% 2—1 HARWHMBER (1£30)]

20k SR .
P f‘;“;’,{,j’“,;[ EHREDRL EE
T (WRR O DHSEL
T
#h(N=382) [4.2 42.7 204 325 0.3
FR21FE /
BiEN=298) [17.0 144 27.9 10
|
o 208 108 605 808 1005
1
#2(N=106) [4.4 217 33.7 10
3y
FRIOEE T — R
BHEN=312) 413 196 R R26.6 B2 0.6
KRR RIS
o 208 08 605 0% 100
T
“ett(N=482) f4.8 35
FRNER -
BHEN-318) [H5.5| 50.9
o 20 0% 605 son 100%
T
AHEN=1730) 9.5 278 32.0 26.6 4.0
PRI (FR21 ) -
stEn=1510) {711 o] 34.0 30.4 20.7 3.1
|
o 208 0% 605 son 100%

PIIRT (P2 L) AT R | OF — 213, bhicThpbiay 07 —4





＜男女別・年代別＞

女性は、「賛成」「どちらかといえば賛成」をあわせた人が29.5％で、「反対」「どちらかといえば反対」が37.5％となっている。男性は、前者が40.3％、後者が27.7％となっている。女性より男性の方が、「男は仕事、女は家庭」と考える人が多い。（図表Ⅲ－２－３）
年代別にみると、10歳代の女性は「反対」が39.3％と女性の中で最も多い割合となっている。20歳代、50歳代は「どちらともいえない」「どちらかといえば反対」「反対」が同程度の割合となっている。30歳代、40歳代は「どちらともいえない」が最も多く、「反対」が20歳代、50歳代に比べて少ない。60歳代、70歳以上は「賛成」「どちらかといえば賛成」が他の年代に比べて多い。（図表Ⅲ－２－４）
男性は、10歳代、60歳代、70歳以上は、「賛成」「どちらかといえば賛成」が多く、あわせると50％を越える。30歳代は「どちらともいえない」が44.1％と最も多い。20歳代、40歳代は同じような傾向となっている。50歳代は「どちらかといえば賛成」「どちらともいえない」が同じ割合となっている。（図表Ⅲ－２－４）

図表Ⅲ－２－３
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図表Ⅲ－２－４
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＜人権学習の主な感想別＞

学校での人権学習について主にどのような感想をもったかをプラス評価と無関心・マイナス評価に区分にして、「男は仕事、女は家庭」という男女の固定的役割分担意識との関係をみた。

プラス評価をしている女性は、「男は仕事、女は家庭」という考え方に「反対」する人が41.4％、「賛成」する人が25.5％となっており、15.9ポイントの差がある。一方、無関心・マイナス評価をしている女性は、「反対」している人が35.2％、「賛成」している人が29.0％となっており、その差は6.2ポイントである。

男性については、人権学習の感想の如何を問わず、「賛成」している人が40％を超えている。「反対」している人は、プラス評価をした人では31.8％、無関心・マイナス評価をしている人では25.6％となっており、6.2ポイントの差となっている。（図表Ⅲ－２－５）
図表Ⅲ－２－５
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	選択肢

	プラス評価
	「人権の大切さがわかった」「もっと知りたいと思った」「差別は許せないと思った」

	無関心・
マイナス評価
	「自分にはあまり関係ないと思った」「あまり覚えていない」
「内容がおもしろくなかった」「人権学習より教科学習の方が大事だと思った」

「人権学習をしても仕方がないと思った」

	賛　成
	「賛成」「どちらかといえば賛成」

	反　対
	「反対」「どちらかといえば反対」


[image: image39.bmp]
＜全体的な傾向＞

女性が男性と比べて不平等な扱いをされていると感じるのはどのような場であるかをたずねたところ、「雇用の機会や働く場で」が49.8%、「社会の慣習やしきたりなどで」が49.4%、「家庭生活（家事・育児・介護など）で」が34.2％となっている。「感じたことがない」が17.3％である。（図表Ⅲ－２－６）
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＜男女別・年代別＞

「雇用の機会や働く場で」「社会の慣習やしきたりなどで」については、男女差はほとんどない。「家庭生活」については、女性が選択した割合は42.6％であるが、男性は24.8％であり、17.8ポイントの差がある。また、「感じたことがない」については、女性は14.9％、男性は19.8％で、男性の方が4.9ポイント多くなっている。（図表Ⅲ－２－７）
年代別にみると、女性の10～30歳代、50歳代と男性の20～40歳代、60歳代で「雇用の機会や働く場で」が第１位となっている。（図表Ⅲ－２－８、９）
50歳代女性は「雇用の機会や働く場で」「家庭生活で」、40歳代女性は「社会の習慣やしきたりなどで」の割合が、他の年代よりやや多い。また50歳代女性は「感じたことがない」が他の年代と比べて少ない。（図表Ⅲ－２－８～１２）
「家庭生活で」については、男性はいずれの年代も選択する割合が大きくは異ならないが、女性では年代ごとの差がある。割合の多さでは、女性の50歳代の61.2％がめだつ。ライフサイクルとして親の介護にあたる年代であり、「雇用の機会や働く場で」でも63.5％となっており、「育児休業や介護休業」で不平等な扱いをされていると感じていることが推察される。（図表Ⅲ－２－１０）
なお、10歳代では「学校教育の場で」が14.3％となっている。

図表Ⅲ－２－７
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図表Ⅲ－２－８
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図表Ⅲ－２－９　「雇用の機会や働く場で」
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図表Ⅲ－２－１０　「社会の慣習やしきたりなどで」
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図表Ⅲ－２－１１　「家庭生活で」
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図表Ⅲ－２－１２　「感じたことはない」
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[image: image41.bmp]
＜全体的な傾向＞

休日以外のふだんの日に家事や育児・介護のために使う時間は、「ほとんどない」が24.0％、「２～３時間くらい」が19.4％、「30分未満」が14.7％、「１時間くらい」が14.2％、「４～６時間くらい」が13.4％となっている。（図表Ⅲ－２－１３）
図表Ⅲ－２－１３
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＜男女別・年代別＞

女性では、「２～３時間くらい」が25.4％、「４～６時間くらい」が22.9％、「７～９時間くらい」が12.5％となっている。男性では、「ほとんどない」が37.8％、「30分未満」が23.8％、「１時間くらい」が20.9％となっており、「1時間くらいまで」が82.5％となっている。（図表Ⅲ－２－１４）
図表Ⅲ－２－１４
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　　１０時間以上 　　無回答


女性では、30歳代で「10時間以上」が最も多く、40歳代以降は「４～６時間くらい」ないしは「２～３時間くらい」が多く、あわせると50％強となっている。20歳代以下では、「ほとんどない」「30分未満」が多い。

男性は、どの年代も「ほとんどない」が最も多く、「１時間くらい」までの割合が35.6％～53.9％となっている。（図表Ⅲ－２－１５）
図表Ⅲ－２－１５
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＜職業別＞

職業別にみると、「従業員25人以上の事業所の正社員」「公務員」「アルバイトやパートタイマー」では「２～３時間くらい」が多く、「自営業」「従業員が25人未満の事業所」「アルバイトやパートタイマー」では「４～６時間くらい」も多い。

男性は、いずれの職業にあっても「ほとんどない」「30分未満」「１時間くらい」が多い。「公務員・教員」「アルバイトやパートタイマー」は、他の職業に比べて「２～３時間くらい」の割合が多い。（図表Ⅲ－２－１６）
図表Ⅲ－２－１６
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[image: image44.bmp]
＜全体的な傾向＞

子どもがいる人にもいない人にも、子ども（いると想定して）に受けさせたい教育についてたずねたところ、「女の子」「男の子」ともに「大学」の教育を受けさせたいとする人が最も多く、それぞれ58.8%、71.9％となっている。なお、「女の子」については、「短期大学・専門学校」が20.6%となっている。（図表Ⅲ－２－１７）
平成15年度調査と比較すると、「女の子」「男の子」ともに「大学」が前回より増え、特に「女の子」は51.9％から58.8％となっている。その一方で、「短期大学・専門学校」が減っている。（図表Ⅲ－２－１８）
図表Ⅲ－２－１７
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図表Ⅲ－２－１８
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＜男女別・年代別＞

男女ともに、女の子、男の子に受けさせたい教育の程度は、ほぼ同じような傾向となっている。（図表Ⅲ－２－１９）
図表Ⅲ－２－１９
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女の子に受けさせたい教育の程度を年齢別にみると、10歳代女性で「大学」とする割合が最も多く82.1%となっている。どの年代も「短期大学・専門学校」を選択しており、20％を超える割合となっている世代も多い。回答者数が少ないので、全体の傾向とみることはできないが、今回の回答者の中で10歳代男性では、「中学校」「大学院」の割合が比較的多くなっている。（図表Ⅲ－２－２０）

図表Ⅲ－２－２０　「女の子に受けさせたい教育の程度」
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男の子に受けさせたい教育の程度を年齢別にみると、10歳代女性で「大学」とする割合が最も多く85.7%となっている。40歳代、60歳以上の女性、と10歳代、70歳以上の男性で「大学院」が10％を超えている。（図表Ⅲ－２－２１）

図表Ⅲ－２－２１　「男の子に受けさせたい教育の程度」
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[image: image45.bmp]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中学校　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高等学校

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　短期大学・専門学校　　　　　　　　　　　大　学

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大学院　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　無回答

　
＜世帯収入別＞

子どもに受けさせたい教育の程度を回答者の世帯の収入別にみると、所得が低いほど大学以上の教育を望む割合が少なくなる。世帯収入が「103万円未満」と「1,000万円以上」で比較すると、女の子の場合、「大学」で前者が40.5％、後者が72.4％となっており、31.9ポイントの差となっている。男の子の場合、「大学」で、前者が54.1％、後者が76.3％と22.1ポイントの差、「大学院」で、前者が5.4％、後者が12.3％と6.9ポイントの差となっている。女の子の場合でその傾向が強い。（図表Ⅲ－２－２２）
なお、年収1,000万円以上でも女の子の場合には、16.0％が「短期大学・専門学校まで」となっている。（図表Ⅲ－２－２２）
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＜意識別＞

女の子に受けさせたい教育の程度について、「男は仕事、女は家庭」という考え方に賛成派（「賛成」「どちらかといえば賛成」を選択した人）の女性と反対派（「反対」「どちらかといえば反対」を選択した人）の女性を比較すると、「大学」とする割合が、前者は53.1％、後者は61.8％であり、前者の方が8.7ポイント少ない。（図表Ⅲ－２－２３）

男の子に受けさせたい教育の程度をみると、「大学」とする割合が、賛成派の女性は70.4％、反対派の女性は65.3%と前者の方が5.1ポイント多い。同様の傾向は、賛成派の男性と反対派の男性でもみられる。（図表Ⅲ－２－２４）
また、賛成派の女性は女の子と男の子で、「大学」とする割合が20.9ポイントの差となっているが、反対派の女性は3.5ポイントの差である。男性も同様の傾向となっている。（図表Ⅲ－２－２３、２４）
図表Ⅲ－２－２３
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図表Ⅲ－２－２４
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（１）配偶者や恋人から、過去２～３年の間に次のような行為をされたことがあるか（問１１）

＜全体的な傾向＞

配偶者（パートナー）や恋人から、過去2～3年の間に暴力行為を受けた経験があるかどうかをたずねたところ、「されたことがない」が80.3%となっている。しかし、一方で1割の人が何らかの暴力を受けている。（図表Ⅲ－２－２５）
なお、今回調査では、期間を「過去2～3年」と限定したため、平成15年度調査に比べて経験のある人の割合が大幅に減少しており、比較ができない。

図表Ⅲ－２－２５
 [image: image26.wmf]0.6

0.3

1.0

5.2

2.5

0.5

2.5

0.8

2.1

80.3

9.7

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

命の危険を感じるほどの暴行をうけた

医師の治療が必要になるほどの暴行をう

けた

医師の治療が必要とまではならない程度

の暴行をうけた

大声でどなられたり、おどされた

外出や交友関係を制限されたり、電話等

のチェックをされた

生活費がもらえなかったり、自由にお金を

使えなくされた

「誰のおかげで生活できるのか」などとの

のしられた

嫌だと言っても性的行為を強要された

何を言っても無視された

されたことがない

無回答

(%)

医師の治療が必要になるほどの暴行を

うけた

医師の治療が必要とまではならない程度

の暴行をうけた

外出や交友関係を制限されたり、電話等

のチェックをされた

生活費がもらえなかったり、自由にお金を

使えなくされた

「誰のおかげで生活できるのか」などと

ののしられた


＜男女別・年代別＞

男女別にみると、「されたことがない」と回答した女性は76.8%、男性は84.5%と、女性の方がやや少なくなっている。一方、いずれかの行為を受けた経験があるとした割合は、女性で14.7％、男性で5.0%である。（図表Ⅲ－２－２６、２７）
図表Ⅲ－２－２６
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	無回答
	８．５％
	１０．６％


図表Ⅲ－２－２７
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過去２～３年の間に配偶者（パートナー）や恋人から暴力をうけたことがあるとした人の中で、その内容をみてみると、女性では、「大声でどなられたり、おどされた」が55.7％で最も多い。次いで、「『誰のおかげで生活できるのか』などとののしられた」が29.5％、「外出等の制限、電話等のチェック」が23.9％で、「医師の治療が必要でないほどの暴行」「嫌だと言っても性的行為を強要する」「何を言っても無視された」が10.2％である。「命の危険を感じるほどの暴行」が5.7％、「医師の治療が必要になるほどの暴行」が3.4％となっている。（図表Ⅲ－２－２８）
男性では、「何を言っても無視された」が57.7％、「大声でどなられたり、おどされた」が42.3％、「外出や交友関係を制限されたり、電話等のチェックをされた」が30.8％で、「命の危険を感じるほどの暴行」「医師の治療が必要とまではならない程度の暴行」はともに7.7％である。また、男性には「医師の治療が必要になるほどの暴行をうけた」「生活費がもらえなかったり、自由にお金を使えなくされた」「嫌だといっても性的行為を強要された」の回答はない。（図表Ⅲ－２－２８）

図表Ⅲ－２－２８
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（２）配偶者（パートナー）や恋人からの暴力の相談先（問１２）
＜全体的な傾向＞

暴力行為を受けた回答者が誰（どこ）に相談したかについては、「誰（どこ）にも相談しようと思わなかった」が49.1％と最も多く、次いで「家族や親せき」28.9％、「友人・知人」20.2％、「弁護士やカウンセラー」4.4％、「警察」3.5％、「市役所や公的な相談機関」2.6％などとなっている。一方で、「誰（どこ）にも相談したらよいかわからなかった」が3.5％ある。（図表Ⅲ－２－２９）
「誰（どこ）にも相談しようと思わなかった」人に、その理由をたずねたところ、「相談しても無駄だと思ったから」が39.3％、「恥ずかしくて言えなかったから」が25.0％、「仕返しが怖かったから」が7.1％となっている。「その他」としては、「相談するほどのことはなかった」「夫婦げんかだから」などが多い。（図表Ⅲ－２－３０）

図表Ⅲ－２－２９
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図表Ⅲ－２－３０
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＜男女別＞

男女ともに、配偶者や恋人からの暴力を「相談しようと思わなかった」とする回答が多く、女性の45.5%、男性の61.5%が選択している。その理由としては、女性は「相談しても無駄だと思ったから」32.5%、「恥ずかしくて言えなかったから」30.0%、男性は「相談しても無駄だと思ったから」が56.3%となっている。（図表Ⅲ－２－３３～３４）

相談した相手としては、女性は「友人・知人」が33.0%、「家族や親せき」が23.9%と多く、身近な人に相談している。男性は回答者が少ないため、傾向とみることは難しいが、「友人や知人」（28.9％）、「家族や親せき」（20.2％）以外に、「弁護士やカウンセラー」が15.4％、「警察」が11.5％と公的な機関に相談する割合が女性より多い。（図表Ⅲ－２－３３）
なお、「配偶者暴力相談支援センター」「市役所など公的な相談窓口」を利用するとした割合は3.5％あった。（図表Ⅲ－２－３３）
図表Ⅲ－２－３３
[image: image31.emf]3.5

0.0

0.9

2.6

4.4

0.9

20.2

28.9

0.9

2.6

3.5

49.1

7.9

1.1

0.0

0.0

2.3

1.1

0.0

23.9

33.0

0.0

1.1

3.4

45.5

8.0

11.5

0.0

3.8

3.8

15.4

3.8

7.7

15.4

3.8

7.7

3.8

61.5

7.7

0 20 40 60 80 100

警  察

人権擁護委員

配偶者暴力相談支援センター

市役所など公的な相談機関

弁護士やカウンセラーなど

医師や看護師など

家族や親せき

友人・知人

民間の人権団体

その他

誰（どこ）に相談したらよいかわからない

誰（どこ）にも相談しようと思わなかった

無回答

全体

N=114

女性

N=88

男性

N=26

(%)


図表Ⅲ－２－３４
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（３）配偶者（パートナー）や恋人との間に起きる暴力への考え方（問１３）
＜全体的な傾向＞

配偶者（パートナー）や恋人との間に起きる暴力について、どのように考えているかをたずねたところ、「暴力はいけないという教育が必要である」が60.7％、「どんな暴力も犯罪であり社会的問題として対応すべき」が53.1％と問題視する回答が多数となっている。（図表Ⅲ－２－３５）
一方で、「暴力も愛情表現のひとつであり、一概に否定できない」が6.7％、「暴力をふるわれる方にも原因があるので、仕方がない」6.1％と暴力を容認する考え方も見受けられる。また、「家庭内・個人間の問題なので、外部の者が干渉すべきでない」も6.5％ある。（図表Ⅲ－２－３５）

図表Ⅲ－２－３５
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＜男女別・年代別＞

「どんな暴力も犯罪であり社会的問題として対応すべき」については、女性が55.8%、男性が50.9%となっている。「暴力はいけないという教育が必要である」については、女性が64.4%、男性が55.9%となっている。（図表Ⅲ－２－３６）
一方、「愛情表現のひとつで、一概に否定できない」は、女性が4.2％、男性が9.6％、「暴力をふるわれる方にも原因があるので、仕方がない」は、女性が4.8％、男性が7.7％と「暴力」を容認する意見は、女性より男性の方がやや多い。「家庭内・個人間の問題なので、外部の者が干渉すべきでない」は、女性が6.8％、男性が5.6％である（図表Ⅲ－２－３６）
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年代別にみると、女性では、10歳代と70歳以上で、配偶者間の暴力を問題視する割合が他の年代に比べてやや少ない。男性は、20歳代と70歳以上で、他の年代に比べて問題視している割合が多くなっている。（図表Ⅲ－２－３７）

暴力を容認する回答は、男性の方がやや割合が多い。女性では60歳以上の世代で容認的傾向が他の世代に比べて強くなっている。（図表Ⅲ－２－３８）
図表Ⅲ－２－３７　暴力を問題視する選択肢
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図表Ⅲ－２－３８　暴力を容認する選択肢

[image: image36.wmf]4.8

5.7

8.6

13.7

11.8

10.6

6.8





14.3





5.7





8.6





3.9





5.9





9.6





11.0





9.5





5.7





6.5





5.9





6.4





5.5





2.9

0

20

40

10歳代

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

男性

5.9

4.6

6.1





3.6





4.7





4.0





4.2





6.5





9.2





13.0





10.2

1.2

4.0

4.2





8.2





3.6





3.5





3.0





2.1

0

20

40

10歳代

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

  　家族内問題で外部が干渉すべきで

ない

 　 暴力をふるわれる方にも原因がある

ので仕方がない

 　 愛情表現の一つで一概に否定でき

ない

女性

(%)

10歳代

N=28/21

20歳代

N=85/70

70歳以上

N=98/73

60歳代

N=108/94

50歳代

N=85/68

30歳代

N=99/93

40歳代

N=95/102


＜意識別＞

配偶者（パートナー）や恋人との間に起きる暴力についての考え方と「男は仕事、女は家庭」という考え方の関係をみてみると、女性では、「どんな暴力も犯罪であり社会的問題として対応すべき」とする人は、「男は仕事、女は家庭」という考え方に反対する人の方が41.9％となっている。一方、「暴力も愛情表現のひとつであり、一概に否定できない」「暴力をふるわれる方にも原因があるので、仕方がない」と容認する人は、「男は仕事、女は家庭」という考え方を賛成する人の方が多く、それぞれ44.0％、44.8％となっている。（図表Ⅲ－２－３９）

男性では、問題視する人も容認する人も「男は仕事、女は家庭」という考え方を賛成する人の方が多いが、問題視する人より容認する人の方が、反対する人との割合の差が大きく、「暴力も愛情表現のひとつであり、一概に否定できない」では30.0ポイント、「暴力をふるわれる方にも原因があるので、仕方がない」では32.5ポイントの差となっている。（図表Ⅲ－２－３９）
図表Ⅲ－２－３９
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「いじめをうけたり、仲間はずれにされるのは、本人にも問題があるからだ」という考え方と、配偶者（パートナー）や恋人との間に起きる暴力について「暴力をふるわれる方にも原因があるので仕方がない」とする考え方の関係をみてみると、「いじめをうけたり、仲間はずれにされるのは、本人にも問題があるからだ」と「思う」女性（「そう思う」「どちらかといえばそう思う」を選択した人）は、「暴力をふるわれる方にも原因があるので仕方がない」とする割合が7.3％であるが、「思わない」女性（「そう思わない」「どちらかといえばそう思わない」を選択した人）は、3.0％である。同様に「思う」男性は14.7％だが、「思わない」男性は1.4％と、「暴力をふるわれる方にも原因があるので仕方がない」とする割合に差がある。（図表Ⅲ－２－４０）
図表Ⅲ－２－４０
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２）女性が男性と比べて不平等な扱いをされていると感じることがあるか（問９）








１）「男は仕事、女は家庭」という考え方について（問８）








４）子どもに受けさせたい教育（問１０）








５）配偶者やパートナーから暴力を受けた経験（問１１・１２）








３）ふだんの日の家事や育児・介護のために使う平均時間（Ｆ１３）








ほとんどない





30分未満





１時間ぐらい





７～９時間くらい





４～６時間くらい





２～３時間くらい





10時間以上





無回答





無回答





10時間以上





２～３時間くらい





４～６時間くらい





７～９時間くらい





１時間ぐらい





30分未満





ほとんどない





（MA）





（MA）





（MA）





（MA）





（MA）





（MA）





（MA）





（MA）





（MA）





（MA）
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